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論　　文　　の　　要　　旨

　インドネシアの稲作では農業機械化が進みっっあるが、作業計画の確立が十分に実施されていな

いため曹作業の適期や作業効率などの問題が課題となっている。本研究ではパソコンを用い雪作業

計画の最適化に適用できるような手法を開発しラその実用性にっいて検討した。本論文の主要な構

成は雪つぎのとおりである。1）作業コストの最低化を目的とする作業計画の最適化支援システムを

作成し争システムの実行例を通して実用性の考察を行った。2）作業計画の最適化支援システムの結

果を基にして菅多評価基準による作業計画の最適化を行った。3）多評価基準による作業計画の最適

化において里各評価項目の重要度を設定しなければならないが、その重要度を設定するためのエキ

スパート1システムを開発した。

　第1章では雪インドネシアの農業と稲作の現状ヨ農業機械化における間題点ラさらに農業機械化

研究のレビューを行いラついで官本研究の目的雪意義について述べた。

　第2章では争作業計画の最適化支援システムの作成とその適用性にっいて検討した。本システム

は特に農作業グループ（農作業だけを共同で行う地域営農集団のインドネシア版）における耕起か

ら田植までの作業計画の最適化を目的とする。目的関数は作業コストを最低にすることとし事前提

条件としてはラ全ての作業予定面積を実施すること、定められた期間内に作業を終わらせること雪

および現在従事している労働カの人数を減らさないこととした。

　最適解を求めるには争シミュレーション手法を導入しているが事プログラム中の変数の変更及び
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問題の定式化はすべて自動的に行われ雪ユーザーからの入カデータとしては最初の与件データだけ

とした。ここで害まず営農集団の現在の作業計画を与件データとして用いて問題を定式化し，線形

計画法による作業負担面積。所要時間害および所要時問の配分計算を行う。その計算結果に基づい

てヨ作業コストを計算する。続いてラ再スケジューリングおよび機械の代替によって害与件を許容

する範囲内で変化させてより妥当な最適解に達する操作を進める。

　本システムをカラワン県（西部ジャワ）の共同農作業地区に適用した結果、本システムによって

農業計画の具体的改善案を作成し，さらに最適化計画によるコスト減が7％～45％に達することが

明らかにされた。

　第3章では雪多評価基準による作業計画の最適化について検討した。作業コストとともに労働力

としての人数を削減しないと（杜会的な問題）ヨ技術，機械管理の困難性などを評価基準に加えた多

評価基準による意志決定が重要である場合が少なくない。

　多評価基準による作業計画の最適化においてヨ評価基準としては、1）人力による作業時間。2）作

業計画の安定性ヨ3）機械の購入費ラ4）ha当たりの作業コスト雪5）技術的な考慮および6）機械管理の

問題を取り上げ昏手法として階層化分析法（Ana1ytic　Hie雌chyProcess：以下AHPという）およ

び妥協的計画法（Co㎜promise　Program㎜i㎎：以下CPとレ）う）を用いた。

　意思決定の目的を達成するためには雪各評価項目の重要度を正しく設定することが非常に重要で

ある。本研究ではつぎのような3つのウヱイト1セットを考慮した。1）経済性を重視してヲha当た

りの作業コストを最も重要度の高い評価項目にした。2）杜会性を重視して言ha当たりの作業コスト

より人カによる作業時間の重要度を高くした。3）安定性を重視して、作業計画の安定性に最も高い

重要度を付けた。

　解析検討の結果雪CPを応用することによって適正な結果が得られたので害作業計画案の選択にお

いてCPが極めて有効であると考えられる。しかしヨCPでは各評価項目の重要度の決定法が特定さ

れていないので、AHPによる重要度の計算法を適用すればよいと思われる。

　第4章ではヨ評価項目の重要度を設定するためのエキスパート1システムについて検討した。各

評価項目の重要度の設定はラ対象地域の自然条件はもとより社会経済的条件によってもラまた技術

レベルによっても様々な態様になりラ農家にとって簡単なことではない。本システムは、AHPを

基にしてヨ各評価項目の重要度の設定が容易に行えるように開発したものである。エキスパート1

システムの知識べ一スはIF－THENノレールで表現されヨ合計113個のルールと255個のファクトから

構成されている。

　各評価項目の重要度を設定するためには。まず事AHPによる評価項目問の一対比較を行う。一方。

一対比較に対する質問に答えられない場合に害他の一対比較から推論するか事あるいは補助質問に

よって、重要度の一対比較を行う。つまりラ対象地域での雇用機会の現状官労働力の平均年齢雪対

象地域の作物輪作ヨ農業機械に対する銀行の融資盲ha当りの生産性およびその生産物の標準価格室

オペレータの能力雪修理サービス。アフター1サービスの状況及び機械管理方法などの情報を用い

て重要度を改善した。
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　演算解析した結果，開発したエキスパート1システムはプロトタイプとして有効であるがヨより

高い実用性を達成するためにはヨパラメ・一タ数の増加ヨ選択肢の拡大などを行う必要があることが

明らかにされた。

審　　査　　の　　要　　旨

　本論文は、インドネシアの稲作を例にとりラ農作業計画支援システムを作成し里作業計画の最適

化をはかる場合に多評価基準による意思決定法を導入し里その適用性を検討しヨあわせて評価項目

を選定するためのエスキパートシステムを作成して、これらの実用化を試みた研究である。

　耕起佃植の作業計画について機械、労働力の配分日程などくわしく設計できる支援システムは，

現地における営農計画に大きく寄与するものである。さらに、AHPラCPなどの手法を用いた多評価

最適化の計画は雪意思決定問題において雪極めて有用であると思われる。

　よって争著者は博士（農学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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